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認定資格制度の導入で日本の地理空間情報

のスタンダードとして明確になった地理情報

標準。GIS の国際標準化を目的として、ISO

（国際標準化機構）の 211 番目の専門委員会と

して ISO/TC 211（地理情報専門委員会）が設

置されてからおよそ 20年。世界の地理空間情

報の標準化の流れのなかで日本はどのような

道をたどってきたのだろうか。国際標準化へ

の日本の貢献度や、国内の地理情報標準の整

備、さらには測技協の役割など、地理情報標

準を黎明期から支えてきた国際航業フェロー

の太田守重氏にお話を聞いた。

地理情報標準の黎明

──太田さんはかれこれ 20 年にわたって日

本の地理情報標準に関わってきたことになり

ますが、最初のきっかけはどのようなものだ

ったのでしょう。

太田 私にとっては偶然のようなものでし

た。『数値地図データの GIS への利用に関す

る研究』という仕事があって、その中に「海

外の数値地図データの交換標準の調査」とい

う項目があり、私が作業部会のリーダーをや

っていたこともあって関わることになったわ

けです。

交換標準といわれても、当時の日本はまだ

DM フォーマットが全盛だった頃でピンとこ

なかったのですが、たまたま森田喬先生（現

法政大学教授・当時国際航業に在籍）が ICA

（International Cartographic Association：

国際地図学協会）との交流の中で、標準の研

究に関するたくさんの資料を入手していて、

その段ボールを１箱ドンと私のところに置い

ていって下さったんです。その頃 ICA では標

準の研究が盛んに行われていたようで、アメ

リカやヨーロッパの標準がほとんど揃ってい

ました。
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──それは貴重な資料ですね。

太田　当時日本でそんな資料を持っている人

はいなかったでしょうね。ともかくこれはし

めたぞと思ったわけです。これをまとめれば

報告書になると。おかげさまでこの時点での

世界の状況の概略は把握できました。それか

らしばらくして、ISO の専門委員会が立ち上

がる際に、測技協が国内審議団体として国土

地理院に協力することになったのです。

1995 年に国内の TC211 の国内委員会が立

ち上がり、私も幹事として実務的な役割をや

ることになりました。そしてその年の 12 月に

ノルウェーのドランメンという町で会議があ

り、そこに参加したわけです。私はデータ構

造関係のワーキンググループ（以下 WG）を

担当しました。この会議で大枠が決まったの

ですが、日本も５つの WG のうち一つのコン

ビナー（WG のリーダー）、そして一つのプロ

ジェクトリーダーをとることができました。

私はその WG２の中で、時間スキーマをメ

インに、空間スキーマや応用スキーマのため

の規則といったプロジェクトに関わっていま

した。空間スキーマの方は人数も多かったの

ですが、時間スキーマは実質３人くらいで動

いていたので、それなりに深く関わらなけれ

ばならなかった。今は 60 種類近い標準が出来

ていますけど、当時はまだそんなになくて、基

礎的な部分をやっていました。各国の標準同

士のすり合わせも比較的やりやすかったです

ね。雰囲気も和やかで意見が通りやすかった。

──それが国内の標準につながっていったの

ですね。

太田　国内委員会ができて、幹事会があって、

日本としての意向を検討する場が上手く出来

ていました。さらに官民共同研究のしくみも

あったので、地理情報標準に関する研究活動

もきちんとできていた。国内と ISO とのやり

取りをするための枠組みが機能していたと思

います。その中で地理情報標準第１版・第２

版と標準案ができていきました。ただ、今考

えるとそれをサポートするような GIS の製品

というのがなかった。整備された標準をどう

使っていくのか、という難問が立ちふさがっ

たわけです。

そのうちにオープンソースソフトが出てき

た。オープンソースはほとんどの場合 OGC

（Open Geospatial Consortium）標準に準拠

するわけですが、OGC は業界団体としてデフ

ァクトスタンダードつくっていながら、公式

な標準をつくる TC211 とは協調関係にあっ

た。そのおかげで OGC の会員になっている

メーカーが徐々に ISO へも対応するようにな

ってきたのです。WMS（Web Map Service）

や WFS（Web Feature Service）の実装など

はその一例です。もちろんもう少し早くこう

した状況が生まれればよかったのですが、結

果として現在では意識する、しないに関わら

ず、標準はかなり使われていると思います。

また、その一方で我々は標準に則った空間

データを整備するために製品仕様書をつくっ
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てきました。国土地理院はもちろん、公共測量

においても地理情報標準に準拠した製品仕様

書がルール化されています。ここまでできて

いる国はまだそれほど多くはないはずです。

標準化の普及と測技協の役割

──海外での普及の現状はいかがでしょう。

太田　ヨーロッパではまずEUとしてINSPIRE

（Infrastructure for Spatial Information in

the European Community）Directive とい

う規則があって、各国がこれを守る形でルー

ルをつくり、それに基づいて国土空間データ

を整備して、さらにこれを使ったアプリケー

ションが立ち上がるという方式が徹底されて

います。最近は空間データ基盤づくりからそ

の応用へと話題が移っていています。また、

BIM（Building Information Modeling）が大

きいテーマになっていて、CAD とか GIS と

かでなく、ひとまとめで空間データを考えよ

うという議論が出ています。この 20 年でここ

まできています。

──普及の経緯はどのようなものだったので

すか。

太田　日本では 80 年代半ばにデジタルマッ

ピング（DM）の取組が始まっていましたが、

この頃すでにヨーロッパでもアメリカでも地

理情報標準をつくり始めていました。ヨーロ

ッパでは各国でそれぞれやり始めていた標準

化を統合する動きが出てきた頃です。

そして大きな契機になったのが、1993 年に

出たアメリカのクリントン大統領令 12906 で

す。ここで標準に則った地理空間情報基盤の整

備が国家プロジェクトとして行われるように

なった。これがヨーロッパや日本へも影響を与

えることになります。そして日本では 1995 年

の阪神淡路大震災をきっかけに「地図がない」

ことが問題となって国際標準を意識した空間

データ基盤の整備が提言されたわけです。

──世界的な標準化の流れのなかで日本、そ

して測技協の貢献度はどのように認識されて

いますか。

太田　ISO の中でいえば、５つの WG のひと

つは日本がコンビナーを務めて、それをスマ

ートにまとめたり、標準化の作業に積極的に

参加してきたこと。これは大きな貢献だと思

います。

国内的には測技協のような組織があること

で、業界の中でお互いの垣根をとりはらって

技術的な意見交換ができる。これが日本全体

の標準に対する意識を高める結果にもなった
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と思います。また、官民共同研究を通じて標

準に対しての意見や不適当な部分などをきち

んと ISO にフィードバックできたことも大き

い。日本からのコメントは的確で評価も高か

った。こうした日本への信頼感アップという

意味でも測技協の貢献度は高かったですし、

それが日本の貢献度の高さにもつながってい

たと思います。更には、地理情報 JIS 原案作

成委員会が中心となって、JIS 規格の整備を

行っています。

──標準がデータ作成やアプリケーション作

成の現場で理解されるまでには様々なとまど

いもあったと思いますが、普及・啓発という

点での苦労はありましたか。

太田　測技協が中心になって普及用の本を出

版するなどして、「地理情報標準がどのような

思想に基づいてつくられているのか」といっ

た啓発はやってきたし、講習会なども頻繁に

開催してきました。また、GIS 学会では東大

CSIS（空間情報科学研究センター）と連携し

て、空間情報規格スタジオという教育プログ

ラムをつくって普及を促進してきたわけで

す。確かに、GIS アプリケーション側のサポ

ートがなかなか進まなかったことは事実です

が、思想や概念的なものの普及はかなり先行

してできたと思っています。

──こうした歴史の流れの上に、認定資格制

度が登場したわけですね。

太田　今現在でいえば、まだまだ地理情報標

準が十分に普及したとは思っていません。普

及にあたっては、どこまで入口のハードルを

低くできるか、という課題があります。まず

は最低限守らなければならないところを守っ

て頂くことから始める。それをクリアした方

に資格を与えることで階段を一段上がって頂

く。そしてその人はまたそれをベースにして

次のステップに向かって頂く。こうして段々

とステップアップすることで、最終的には自

ら地理情報標準を使って高度な仕事ができる

ようになる。そういう資格でなければならな

いと思います。

そして取得者はもちろん、発注者にもきち

んと資格制度が浸透することが大事です。資

格取得者にはそれなりの責任が発生するし、

それによってしっかりした仕事ができること

で、信頼の証になっていきます。資格を取得す

ることが、技術者にとってインセンティブに

なることはもちろん、資格を取得した技術者

が信頼に応えるためにも一層勉強してステッ

プアップをしていくことが重要だと思います。

地理情報標準でできること

──地理情報標準の普及で変わったのはどん

な部分でしょう。

太田　品質でいえば、今までは「地図（出来

上がった図面）」の品質でした。しかし地理空

間情報という観点からすると、品質は図形（グ

ラフィック）だけではない。その地物の名称

や管理者など、様々な属性についても品質が

担保されなければならない。ところがこれま

ではそのようなルールが明文化されていなか

ったわけです。地理情報標準ではこうしたこ

とも製品仕様書に盛り込んで、品質評価も定

量的にされることで発注者との真の信頼関係

が生まれることになります。その意識はここ

10 年くらいでずいぶん浸透してきたように感
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じています。

──ようやくここまできた、という感慨もあ

るかと思います。

太田　国土地理院の方針や体制も良かったと

思います。国土地理院から何人かの方が日本

代表団の団長として継続的に取組に関わった

ことは大きい。ISO のような国際会議では人

と人とのつながりも非常に重要なので、毎回出

てくる人が変わってしまうことは好ましくな

い。そういう体制があったから民間でも上手く

サポートができた。また、経済産業省も、デ

ータベース振興センター（現 JIPDEC：一般

財団法人日本情報経済社会推進協会）中心に

G-XML の開発・実用化を進めて、その思想を

OGC の GML の中に移行させて、それを ISO

へとつなげるという高度かつスマートな方法

を実践した。これらも成功の要因だと思います。

今後は認定資格制度を契機にして、本来や

らなければならなかったことができるように

なっていくのではないかと思います。

──それは具体的にどのようなことでしょ

う。今後の地理空間情報のあり方や、地理情

報標準の果たす役割含めてお聞かせ下さい。

太田　本来地理空間情報の整備にあたって

は、コスト面も含めたお客様のニーズにそっ

た製品仕様書をつくることが理想であるはず

ですが、多くの場合公共測量作業規程の準則

をそのまま使用して地方自治体の地理空間情

報が整備されている。でもこれからは、資格

制度ができることで技術者が育って、本来あ

るべき製品仕様書の提案ができるようになる

のではという期待があります。

また、現在「地図」と「地理空間情報」を分

けて考えるムーブメントが起きていると考え

ています。地理空間情報は様々な属性も含め

てワンセットでオブジェクト指向の設計がさ

れるようになった。地図を扱うだけならば DM

で問題ないし、GIS の中で扱うならばそれぞ

れのフォーマットがある。現在デファクトに

なっているいくつかのフォーマットは、普及

という意味では素晴らしいですが、構造上万

能ではないので「どこまでのニーズに応えら

れるのか」を考えると別の尺度が必要になる。

ニーズによってはもちろん現在普及している

デファクトで十分な場合もありますが、状況

によってはそれでは満たせないものも出てき

ます。一方地理情報標準は手軽ではないかも

しれないけれど、広範囲のニーズを満たすこ

とができます。ニーズへの対応は技術者のス

キルが試される場ですから、適切なコンサル

ティングができるようになるためにも、技術

者・発注者も含めて、資格制度を上手に活用

してもらえることを願っています。

──そのような社会が一日も早く実現するこ

とを期待しています。今日はお忙しい中大変

貴重なお話をありがとうございました。
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